
１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

３．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円） ③ 経年比較分析 （単位：億円）

② 投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円） ④ 発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

⑤ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

 増減額のうち機会費用の増減額

４．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

※各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

（株）日本政策金融公庫（危機対応円滑化業務）
http://www.jfc.go.jp/

26年度財政投融資計画額 25年度末財政投融資残高見込み

10,320

26年度 増　減

61,008

25年度 26年度

 (B) (A')のうち26年度以降に発生
　　する政策コスト

4,987 6,940

6,941

3.国からの出資金等の機会費用分

増　減 区　　　分 25年度区　　　分

38 33 △5 ＋1,953

2,799 2,498 △301

＋571

2.国への資金移転 - - -
 (A') (A)を25年度分析と同じ前提
　　金利で再計算した政策コスト

6,370 6,940

△5

＋570

1.国からの補助金等 38 33  (A) 政策コスト 【再掲】 6,370

    1～4 合計＝政策コスト (A)　 6,370 6,941 ＋571

4.欠損金の減少分 3,533 4,411 ＋878

    1～3 小計 2,837 2,530 △306

    1～2 小計

　　② 貸倒 -                 

 (A) 政策コスト 【再掲】 6,370 6,941 ＋571 　　① 繰上償還 -                 

区　　　分 25年度 26年度 増　減  (A) 26年度政策コスト 【再掲】 6,941                 

分析期間（年） 20 20 -

国への資金移転 - - -

② 分析期間中に新たに見込
　まれる政策コスト

3,643 4,446 ＋803

① 分析期首までに投入された
　出資金等の機会費用分

2,727 2,495 △231

　　③ その他（利ざや等） 6,941                 

出資金等の機会費用分 72 2 △69

変化させた前提条件とその変化幅 政策コスト（増減額）

剰余金等の増減に伴う
政策コスト

3,533 4,411 ＋878
△151

　貸付及び調達金利＋１％ 6,790（△151）

国からの補助金等 38 33 △5

 主務大臣が認定する内外の金融秩序の混乱、大規模災害等の危機発生時において、株式会社日本政策金融公庫が指定金融機関に対して以下の信

用の供与を行うもの。指定金融機関は、株式会社日本政策金融公庫からの信用の供与を受け危機対応業務を行い、危機に対処するために必要な資

金供給を行う。財政投融資の対象事業は、以下のうちアの事業である。 
 ア 指定金融機関に対する貸付け 
   財政融資資金及び社債（政府保証債）を原資として指定金融機関に貸付けを行う。 
 イ 指定金融機関が行う貸付け等に係る損害額の補填 
   指定金融機関と損害担保契約を締結することにより、指定金融機関が行う貸付け等により発生する損害額の一部の補填を行う。 
 ウ 上記ア又はイの信用の供与を受けて指定金融機関が行う貸付け等に対する利子補給金の給付 
   指定金融機関が行う貸付け等に係る金利を政策的に低減するため指定金融機関に対して利子補給金の給付を行う。 

＜参考＞ 補助金・出資金等の 26 年度予算計上額 

補助金等：13 億円 

出資金等：9 億円 

26 年度の政策コストは 6,941 億円である。25 年度と 26 年度の前提金

利の変化による影響を捨象し、26 年度以降に発生する政策コストを比

較すると、実質的な政策コストは 25 年度から 1,953 億円増加したと分

析される。このような実質的なコスト増は、以下の要因によるものと考え

られる。 

 ・ 新規事業規模の増によるコスト増 （＋1,953 億円） 

① 全ての事業を試算の対象としている。 

② 26 年度の指定金融機関に対する貸付予定額 12,320 億円を貸付実行した場合及び損害担保事業について事業規模 15,861 億円（損失の

補填）に基づき業務を実行した場合について試算している。 

③ 分析期間は 26 年度事業計画に基づく財政融資資金の償還が完了するまので 20 年間としている。 

④ 事務費は、27 年度以降、想定される補償残高に応じて逓減する方式で計上している。 

⑤ 現時点において繰上償還を見込むことが困難であるため、今次試算においては繰上償還の発生は見込んでいない。 



５．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

６．特記事項など

（参考）当該事業の成果、社会・経済的便益など　

（理由） 

 今般の政策金融改革において、株式会社日本政策金融公庫の承継業務では対応できない危機に関する資金供給について、指定金融機

関に対し、危機対応業務に必要な資金に係る信用の供与が必要とされており、本業務の実施に必要な経費として出資金及び補助金等を

受入れている。 

 

（根拠法令等） 

 ・補助金及び補給金については、根拠法令はない（予算措置）。 

 ・出資金については、株式会社日本政策金融公庫法において定められている（株式会社日本政策金融公庫法第４条）。 

   第４条① 政府は、必要があると認められるときは、予算で定める金額の範囲内において、公庫に出資することができる。 

      ② 公庫は、前項の規定による政府の出資があったときは、会社法（平成 17 年法律第 86号）第 445 条第２項の規定にか

かわらず、当該出資された額の二分の一を超える額を資本金として計上しないことができる。この場合において、同条

第１項中「この法律」とあるのは、「この法律又は株式会社日本政策金融公庫法（平成 19年法律第 57号）」とする。 

      ③ 公庫は、第１項の規定による政府の出資があったときは、その出資により増加する資本金又は準備金を、第 41 条に

定める経理の区分に従い、同条各号に掲げる業務に係る勘定ごとに整理しなければならない。 

 ・国庫納付については、株式会社日本政策金融公庫法において定められている（株式会社日本政策金融公庫法第 47 条）。 

   第 47 条① 公庫は、第 41条各号に掲げる業務に係るそれぞれの勘定において、毎事業年度の決算において計上した剰余金の額

が零を上回るときは、当該剰余金のうち政令で定める基準により計算した額を準備金として政令で定める額となるまで

積み立て、なお残余があるときは、その残余の額を当該事業年度終了後三月以内に国庫に納付しなければならない。

 「政策金融改革に係る制度設計」（平成 18 年 6 月 27 日 政策金融改革推進本部決定 行政改革推進本部決定）において「今回政策

金融機能の限定により政策金融として対応できなくなった危機に関する金融のうち、新政策金融機関の業務のみでは適切に対応する

ことができない手形割引による資金融通その他の短期資金の供給、社会基盤整備に係る資金供給等必要なものについて、政府は、完

全民営化機関をはじめ希望する民間金融機関の業務による適切かつ円滑な対応が行われるよう、措置を講ずる。」とされたことを受

け、株式会社日本政策金融公庫法において規定され、平成 20 年 10 月１日の株式会社日本政策金融公庫の設立と同時に業務を開始し

たもの。 

 

① 実績 

  平成 24年度 

(1)指定金融機関に対する貸付け                7,338 億円 

(2)指定金融機関が行う貸付け等に係る損害担保引受      14,702 億円 

(3)指定金融機関が行う貸付け等に対する利子補給金の給付        78 億円 

 

  平成 20年度～24年度累計 

(1)指定金融機関に対する貸付け               75,920 億円 

(2)指定金融機関が行う貸付け等に係る損害担保引受      72,605 億円 

(3)指定金融機関が行う貸付け等に対する利子補給金の給付       107 億円 

 

② 危機対応円滑化業務は、指定金融機関が、内外の金融秩序の混乱又は大規模な災害、テロリズム若しくは感染症等による被害に対処

するために必要な金融を迅速かつ円滑に行うことを可能とするため、指定金融機関に対し信用の供与を行うもの。 

 

③ 今般の政策金融改革により政策金融として対応できなくなった危機に関し、危機対応円滑化業務を通じて、商工組合中央金庫、日本

政策投資銀行等の政策金融機関が行ってきた危機対応と同水準の条件及び範囲の危機対応が確保されることにより、危機発生時に必要

な資金が円滑に供給される。 
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　（参考）貸借対照表、損益計算書

貸借対照表 (単位：百万円)
科目 24年度末実績 25見込 26計画 科目 24年度末実績 25見込 26計画

（資産の部） （負債及び純資産の部）
現金預け金 575,531 322,318 269,628 借用金 5,362,094 6,100,824 6,093,639
有価証券 246,984 419,325 350,777 短期社債 － 200,000 －
貸出金 5,362,094 6,500,824 6,493,639 社債 － 200,000 400,000
その他資産 1,385 1,947 2,174 その他負債 7,947 10,739 10,595

有形固定資産 0 1 1 賞与引当金 5 6 6
無形固定資産 94 62 170 役員賞与引当金 0 0 0

退職給付引当金 139 148 127
役員退職慰労引当金 0 0 0

補償損失引当金 65,512 42,616 40,910
（負債合計） 5,435,698 6,554,334 6,545,279

資本金 895,358 932,426 933,294
利益剰余金 △ 144,966 △ 242,280 △ 362,181
株主資本合計 750,391 690,145 571,112

（純資産合計） 750,391 690,145 571,112
資産合計 6,186,090 7,244,480 7,116,391 負債・純資産合計 6,186,090 7,244,480 7,116,391

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。

損益計算書 (単位：百万円)
科目 24年度実績 25見込 26計画 科目 24年度実績 25見込 26計画

経常収益 50,465 52,321 85,519 経常費用 79,247 149,635 205,420
　資金運用収益 45,701 46,183 79,058 　資金調達費用 44,960 45,508 78,320
　役務取引等収益 3,525 4,160 5,166 　役務取引等費用 11,091 82,926 101,140
　政府補給金収入 606 1,372 1,293 　その他業務費用 7,827 13,740 19,747
　その他経常収益 633 605 － 　営業経費 216 259 277

　その他経常費用 15,150 7,200 5,934
経常損失 28,781 97,314 119,901
当期純損失 28,781 97,314 119,901

合　　計 50,465 52,321 85,519 合　　計 50,465 52,321 85,519
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。
　　　


